
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共下水道（管路施設等）工事 

提 出 書 類 様 式 集 
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京都市上下水道局 

下水道部管理課 
 

（（令和 5 年 10 月 改訂版） 

 



様式名又は

局様式番号 正 写し

１　落札後の契約前

説明書（法第12条に基づく説明書） 12条様式 1-1-1 1 1

分別解体等の計画等　（12条様式の別表３）
12条様式
の別表３

1-1-2 1 1

分別解体等の計画等　（12条様式の別表３の変更様式）
（変更時の提出様式）

12条様式
の別表３

1-1-3 1 1

法第13条及び省令第4条に基づく書面 13条様式 1-1-4 1 1

法第13条及び省令第4条に基づく書面　（13条様式の別紙）
13条様式
の別紙

1-1-5 1 1

分別解体等の計画等　（12条様式の別表３様式）（記入例）
12条様式
の別表３

1-1-6 - -

２　着手前

２－１
通知等 着工通知書（鑑） ― 2-1-1 1 1

請負代金内訳書　（部分払がない場合も提出） 様式番号1 2-1-2 1 1

工事工程表 様式番号2 2-1-3 1 1

現場代理人等通知書
（様式下段「注」に記載の書面を添付すること。）

様式番号3 2-1-4 1 1

経歴書（様式下段「注」に記載の書面を添付すること。） 様式番号3' 2-1-5 1 1

安全管理者通知書
下水
１

2-1-6 1 1

渉外責任者通知書
下水
2

2-1-7 1 1

緊急連絡表 参考様式 2-1-8 1 1

現場代理人の兼務に係る誓約書 ― 2-1-9 1
事前に
（兼務する場合に提出）

・工事担当課

監理技術者の兼務に係る誓約書 ― 2-1-10

２－２
建退共関係

建設業退職金共済組合証紙購入報告書
（添付する領収書は原本，1部は写し）

様式番号4 2-2-1 1 1

掛金収納書提出遅延理由書 様式番号5 2-2-2 1 1

（建退共）不提出理由書（不提出に該当する場合） 様式番号6 2-2-3 1 1

２－３
下請関係等 下請契約等の通知・変更通知書 ― 2-3-1 2 1

下請契約等の通知・変更通知書の続きの用紙 ― 2-3-2 2 1

市外業者選定理由書 ― 2-3-3 2 1

施工体制台帳（鑑） ― 2-3-4 1 1

施工体制台帳　（作成例） 国交省HP 2-3-5 1 1

施工体系図　（作成例） 〃 2-3-6 1 1

再下請負通知書　（作成例） 〃 2-3-7 1 1

下請契約書面の写し ― ― - 2

作業員名簿　（作成例） 国交省HP 2-3-8

２－４
各保険関係 労動災害保険加入者証の写し又は労災保険成立証明書 ― ― - 2

工事保険加入者証の写し ― ― - 2

契約締結後及び変更後速やか
に（14日以内）

契約締結後１カ月以内

頁

・工事担当課

・工事担当課

提出部数

落札後の契約前

対象工事は，請負工事費500
万円以上の工事

提出先等

・正1部（契約担当課）
・写し1部（工事担当課）

（注）落札者は，契約前に発注課の
確認をとり契約担当課に提出する。

下請負契約後速やかに ・工事担当課

提　出　書　類　様　式　集

（目                　次） （部数，提出先等）

１－１
建設リサイクル
法関係

提出時期

（※１）
・正１部（工事担当課）
・写し１部（工事担当課）

（※１）
「写し１部」の提出図書について
は，工事担当課決裁後又は監督員欄
に押印後に，原則として受注者に1部
を返却することとする。検査用図書
として保管すること。

　以下，「正１部，写し１部」以上
の提出図書となっているものについ
ては，原則として同じ取扱いとす
る。

項    目 書                  式

工事着手前に

下請負契約後速やかに
・工事担当課
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様式名又は

局様式番号 正 写し
頁

提出部数

提出先等提出時期項    目 書                  式

２－５
コリンズ関係
（受注時）

工事実績情報システム（CORINS）
登録内容確認書（受注時）の写し

サンプル 2-5-1 - 2

契約締結後10日以内（土・
日・祝を除く）に登録し，確
認書が届いて直ぐに
（請負工事費500万円以上）

・工事担当課

２－６
建設副産物調査

建設副産物情報交換システム（COBRIS）
再生資源利用計画書の写し

コブリス様式
１・イ

2-6-1 - 2

　
建設副産物情報交換システム（COBRIS）
再生資源利用促進計画書の写し

コブリス様式
２・ロ

2-6-2 - 2

建設発生土処理計画書 ※１
（様式下段「注」に記載の書面を添付すること。）

― 2-7-1 1 1

建設発生土受入承諾書　※１ ― 2-7-2 1 1

産業廃棄物処理計画書
（様式下段「注」に記載の書面を添付すること。）

― 2-7-3 1 1

産業廃棄物処理業者との契約書及び許可書の写し ― ― 1 1

産業廃棄物収集運搬業者との契約書及び許可証の写し ― ― 1 1

建設発生土処理報告書　※１ ― 2-7-4 1 1 搬出後に

施工計画書（鑑）
（局の施工計画書作成マニュアルを参考に作成）

― 2-8-1 1 1 工事着手前に

変更施工計画書（鑑） ― 2-8-2 1 1 変更契約後

承諾申請書（承諾図，カタログ等資料添付） 様式番号16 2-8-3 1 1
工事着手前
（又は使用する事前に）

資器材使用申請書 様式番号17 2-8-4 1 1
工事着手前
（又は使用する事前に）

（参考）資機材に関する提出書類について ― 2-8-5 - -

３　施工時

３－１
通知等 工事日報

任意
Ａ４版

― 1 - 原則翌日

工事履行報告書｛中間前金払時(5-1-2)の様式参照｝ 様式番号11 ― 1 1 翌月の5日までに

工事月報(工事履行報告書に添付） 様式番号11' 3-1-1 1 1 翌月の5日までに

立会願 様式番号9 3-1-2 1 1 事前（7日前）に

工事打合簿 様式番号15 3-1-3 1 1 その都度

工期延長請求書　（系統図等の添付） 様式番号19 3-1-4 1 2 事前に

現場発生品調書 様式番号27 3-1-5 1 1 発生品引渡しの時

マンホール鉄蓋処理確認書 ― 3-1-6 1 1
処分後速やかに（最終は完成
書類提出時までに）

材料確認書 様式番号7 3-1-7 1 1 事前に

段階確認書 様式番号8 3-1-8 1 1 事前に

（建設業退職金共済制度）証紙貼付状況報告書 様式番号10 3-2-1 1 1

建設業退職金共済制度の適用状況について ― 3-2-2 1 1

建設業退職金共済証紙受払簿 ― 3-2-3 1 1

４　検査等

４－１
確認検査
(支払いを伴わな
い部分検査）

確認検査申請書　（確認検査用図書（系統図，図面等）添付） 様式番号21 4-1-1 1 2
検査前に
（検査担当課受領後14日以内
に検査）

・工事担当課

２－７
建設副産物処理
計画（残土・産
廃関係）

工事着手前に

３－２
建退共関係

３カ月に一度及び完成時提出

２－８
施工計画
使用材料等

工事着手前に
（請負工事費100万円以上）

・工事担当課

・工事担当課

・工事担当課

・工事担当課
※１：建設発生土が「指定地処分」
の工事で，搬出先が設計書のとおり
の場合は提出不要

・工事担当課
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様式名又は

局様式番号 正 写し
頁

提出部数

提出先等提出時期項    目 書                  式

４－２
部分検査

第〇回部分検査請求書　（部分検査用図書（系統図，図面等）
添付）

様式番号22 4-2-1 1 3

部分（第○回）出来高内訳書の鑑 ― 4-2-2 1 3

第○回部分出来高（請求）内訳書 様式番号22' 4-2-3 1 3

部分（第1回）出来高請求書（年度割なし用） ― 4-2-4 1 3

部分（第1回）出来高請求書（年度割有り用） ― 4-2-5 1 3

部分（第ｎ回）出来高請求書（年度割なし用） ― 4-2-6 1 3

部分（第ｎ回）出来高請求書（年度割有り用） ― 4-2-7 1 3

部分（第1回）出来高請求書（年度割りなし，計算例） ― 4-2-8 - -

部分（第ｎ回）出来高請求書（年度割なし，計算例） ― 4-2-9 - -

（請求時） 請求書　（様式・記入例） ― 4-2-10 1 2

第○回部分出来高（請求）内訳書　（4-2-3ページ様式のもの） 様式番号22' ― 1 2

（注）
※工場にあるセグメントやボックス・カルバート等を部分出来
高の対象とする場合の提出書類については，別途指示する。

４－３
一部完成検査 一部完成通知書　（検査用図書，系統図・平面図等を添付） 様式番号23 4-3-1 1 2

指定部分の完成の日
（検査担当課受領後14日以内
に検査）

・工事担当課

指定部分引渡書 様式番号24 4-3-2 1 - 指定部分引渡しの時 ・工事担当課

　一部完成出来高請求書（部分払いなし） ― 4-3-3 1 3

　一部完成出来高内訳書（部分払いなし） ― 4-3-4 1 3

　一部完成出来高請求書（部分払いあり） ― 4-3-5 1 3

　一部完成出来高内訳書（部分払いあり） ― 4-3-6 1 3

（請求時） 請求書　（様式・記入例） ― 4-2-10 1 2

　一部完成出来高内訳書 ―
4-3-4又は
4-3-6

1 2

４－4
完成検査 完成通知書 ― 4-4-1 1 3

完成出来高請求書（部分払いなし，前払いなし） ― 4-4-2 1 1

完成出来高請求書（部分払いなし，前払いあり） ― 4-4-3 1 2

完成出来高請求書（部分払いあり，前払いなし） ― 4-4-4 1 2

完成出来高請求書（部分払いあり，前払いあり） ― 4-4-5 1 2

（請求時） 請求書　（様式・記入例） ― 4-2-10 1 2 ・工事担当課

※債権者登録している場合，口座振
替依頼書の提出は不要

引渡書 様式番号29 4-4-6 1 -
完成検査合格後直ちに
（完成通知書類等と同時提出
可）

・工事担当課

５　前金払

５－１
中間前金払 認定請求書

中間前金
第2号様式

5-1-1 1 1

　
工事履行報告書 様式番号11 5-1-2 1 1

一部完成検査合格後
（一部完成検査書類と同時提
出可）

・工事担当課

・工事担当課

・工事担当課

検査前に
（検査担当課受領後14日以内
に検査）

検査前に
（検査担当課受領後14日以内
に検査）

中間前払金の支払いを請求す
る前

完成検査合格後
（完成通知書類等と同時提出
可）

・工事担当課

・工事担当課
部分検査合格後
（部分検査書類と同時提出
可）

検査前に
（検査担当課受領後14日以内
に検査）

・工事担当課

3 ページ



様式名又は

局様式番号 正 写し
頁

提出部数

提出先等提出時期項    目 書                  式

工事履行報告書（記入例） 様式番号11 5-1-3 - -

６　その他

６－１
各報告等 工事事故報告書 様式番号18 6-1-1 1 1 発生後直ちに

休暇体制報告書 参考様式 6-1-2 1 -
年末年始休暇，夏期休暇，
ゴールデンウィーク休暇等の
事前に

６－２
コリンズ関係
（完了時）

工事実績データ（CORINS・コリンズ）登録内容確認書（完了
時）
（注）変更・訂正時についても登録し提出

― ― - 2
工事完成後10日以内に登録し
確認書が届いて直ちに
（請負工事費500万円以上）

・工事担当課

６－３
建設副産物調査

再生資源利用実施書（COBRIS・コブリス）の写し
コブリス
様式１

6-3-1 - 2

再生資源利用促進実施書（COBRIS・コブリス）の写し
コブリス
様式２

6-3-2 - 2

（記入例）再生資源利用実施書（COBRIS・コブリス）の写し ― 6-3-3 - -

（記入例）再生資源利用促進実施書（COBRIS・コブリス）の写
し

― 6-3-4 - -

（備考）

（４）　原本が１部の書類については，その原本が添付された図書を当局の保管図書とします。
　　　（例：建退共掛金領収書，労災保険成立証明書，土砂受入承諾書，産廃受入承諾書，マンホール蓋処理確認書等が添付されている図書）

（２）　各様式の使用にあたっては，ページ番号及び様式番号を削除し使用すること。

（３）　工事担当課へ「正・写し」で2部以上の提出となっている図書については，原則として工事担当課決裁後又は監督員欄押印後に，受注者に
　　　写し１部を返却することとする。受注者は，紛失等がないよう保管し当局の検査用図書とすること。
　　　　また，完了検査終了後は，工事書類一式として工事担当課に引き渡しすること。

（５）　この様式集に掲載している図書以外にも，工事の進捗等に伴い必要となる提出図書があります。
　　　（例：工事写真，各材料納品書，各試験成績書，道路使用等各種許可申請用図書，変更図書，マニフェスト票，工事周知用図書，完成図，
　　　　道路管理者提出用工事写真等）

（６）　この様式集の適用は，令和5年10月1日以降に契約した工事からとする。

・工事担当課

工事完了後の完成検査までに
（請負工事費100万円以上） ・工事担当課

（１）　この様式集は，下水道管路管理センター（技術係）が発注担当課及び工事担当課とする土木工事に適用する。
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（１２条様式）

令和　年　月　日

（宛先）京都市公営企業管理者　上下水道局長

（郵便番号　　－　　　）電話番号　　－　　－

１．工事の名称

２．工事の場所

３．説明内容　　　添付資料のとおり

４．添付資料

　①別表（別表１～３のうち該当するものに必要事項を記載したもの）

　　□別表１（建築物に係る解体工事）

　　□別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替））

　　□別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等））

　②工程の概要を示す資料（できるだけ図面，表等を利用する。）

　□欄には，該当箇所に「レ」を付すこと。

1-1-1

記

説　明　書

 氏名（法人にあたっては商号又は名称及び代表者の氏名）

 住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条第１項の規定により，対象建設工事の

分別解体等の計画等に係る事項について説明します。

（建設リサイクル法）12条様



別表３ （Ａ４）

□有

□無

仮設工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

1-1-2

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等
工作物の構造

（解体工事のみ）
□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類 □新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

工作物
に関する
調査の
結果

工作物の状況 築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）
敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　）

他法令関
係（解体・
維持・修繕
工事のみ）

石綿
（大気汚染防
止法・安全衛
生法石綿則）

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無
前面道路の幅員　約　　　　ｍ

④本体構造 □　手作業

通学路　□有　□無
その他（　　　　　　　　　）

特定建設資材への付着
物（解体・維持・修繕工事
のみ）

□有
（　　　　　　　　　　　　）
□無

工作物
に関する
調査の
結果及
び工事
着手前
に実施

する措置
の内容

工作物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　□不十分

①仮設 □　手作業

②土工 □　手作業

③基礎 □　手作業

その他

工程 作業内容
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

□建設発生木材
トン

□①　□②　□③　□④

⑤本体付属品 □　手作業

□⑤　□⑥
□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□⑤　□⑥
（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

⑥その他　　　　　　　　　（　　　　　　　） □　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量
の見込み（全工事）並びに特定建設資
材が使用される工作物の部分（新築・
維持・修繕工事のみ）及び特定建設資
材廃棄物の発生が見込まれる工作物
の部分（維持・修繕・解体工事のみ）

種類 量の見込み
使用する部分又は発生が見
込まれる部分（注）

□コンクリート塊
トン

□①　□②　□③　□④

※ 必ず最新の書式を確認の上，

用いてください。

（建設リサイクル法）１２条様式「別表３」



別表３ （Ａ４）

変
更
箇

□

□

□

□

□

□

□

□ □有

□無

□

□ 仮設工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ 土工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ 基礎工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ 本体構造の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ 本体付属品の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ その他の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□ □上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

□
トン

□

□

□

□

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等
工作物の構造

（解体工事のみ）
□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類 □新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

工作物に関
する調査の

結果

工作物の状況 築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

工作物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　□不十分
その他（　　　　　　　　　）

他法令関
係（解体・
維持・修繕
工事のみ）

石綿
（大気汚染防止法・
安全衛生法石綿
則）

特定建設資材への付着（　□有　　□無　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　□無
前面道路の幅員　約　　　　ｍ
通学路　□有　□無
その他（　　　　　　　　　）

特定建設資材への付着
物（解体・維持・修繕工事
のみ）

□有
（　　　　　　　　　　　　）
□無

⑤本体付属品 □　手作業

その他

工程 作業内容
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

①仮設 □　手作業

②土工 □　手作業

③基礎 □　手作業

④本体構造 □　手作業

⑥その他　　　　　　　　　　　（　　　　　　　） □　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見
込み（全工事）並びに特定建設資材が使
用される工作物の部分（新築・維持・修繕
工事のみ）及び特定建設資材廃棄物の発
生が見込まれる工作物の部分（維持・修
繕・解体工事のみ）

種類 量の見込み 使用する部分又は発生が見
込まれる部分（注）

□コンクリート塊

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方

トン
□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

□建設発生木材
トン

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他
備考

※ 必ず最新の書式を確認の上，

用いてください。

（建設リサイクル法）１２条様式「別表３」
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（１３条様式）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合に契約書に添付する書面 
 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条 
及び特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第４条 
に基づく書面（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土 

  木工事等）の場合） 

 

１ 分別解体等の方法 
 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工    程 作   業   内   容 分別解体等の方法 
 ①仮設  仮設工事 

 □有 □無 
 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

 ②土工  土工事 
 □有 □無 

 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

 ③基礎工（杭基礎等）  基礎工事 
 □有 □無 

 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

 ④本体構造  本体構造の工事 
 □有 □無 

 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品  本体付属品の工事 
 □有 □無 

 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

 ⑥その他（   ）  その他の工事 
 □有 □無 

 □手作業 
 □手作業・機械作業の併用 

※ 該当項目の□にレを記入 
 
 
 

２ 解体工事に要する費用                      円（税込み） 
（受注者の見積金額） 
注）解体工事の場合のみ記入する。 

 
 
 

３ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地           別紙のとおり 
（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい） 

 
 
 

４ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用           円（税込み） 
（受注者の見積金額） 

 
  
 

工事施工発注課名 
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確認済 

（建設リサイクル法）13 条様式 「建築物以外の解体・新築（土木工事）」 

※ 必ず最新の書式を確認の上，用いてください。 



（１３条様式） 

別 紙 
 
特定建設資材廃棄物の

種類 
施設の名称 所在地 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可） 
1-1-5 

（建設リサイクル法）13 条様式 「別紙」 

※ 必ず最新の書式を確認の上，用いてください。 
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                       令和  年  月  日 

 

 

着 工 通 知 書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

 

             受注者 所 在 地 

      商号又は名称 

      代 表 者 名               

      現場代理人                               

 

 

 

下記のとおり着工しますので、通知します。 

 

 

記 

 

１ 工  事  名 

 

２ 工 事 場 所 

 

３ 請 負 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

４ 請負契約年月日 

 

５ 契 約 番 号  第        号 

 

６ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印

含む）すること。 
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令和  年  月  日 

 

請 負 代 金 内 訳 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

工 事 名   

 

契約年月日  令和  年  月  日 

 

工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 

 

費目 工種 種別 細別 規格 単位 員数 単価 金額 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

（工事価格のうち、現場労働者に関する健康保険、 

厚生年金保険及び雇用保険の法定の事業主負担額       円）※１ 

 
注 契約年月日、工期は直近の契約内容を記入すること。  
※１に金額を必ず記載すること。（変更時は記入不要） 
※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）

すること。 

様式番号１ 



 
令和  年  月  日 

 

工 事 工 程 表  

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

 

工 事 名   

 

工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 

 

工 種 種 別 月 月 月 月 月 月 月 月 月 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 注 工期は直近の契約工期を記入すること。 
※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）

すること。 
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様式番号２ 



現場代理人等（監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者、専門技術者）通知書・変更通知書 

 

令和  年  月  日  
（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長  

受注者 所 在 地  
商号又は名称  
代  表  者  名                           

                現 場 代 理 人               

 
 

下記工事について、以下のとおり               を決定・変更したので、工事請負 

 

 

契約書に基づき、別紙経歴書を添えて通知します。 
 

記  
契 約 番 号 №   契約年月日  令和  年  月  日  
工  事  名  
工 事 場 所  
請負代金額                     円（税込）  

下請代金総額  （見込）               円（税込）  
 ＊上記の「下請代金 総額」には、一次下請のうち建設業 法第 ２条第１項に定める建設工 事（警備、資 材、運搬、調査等の契 約は

対象外。）に係る代金の合計額（提出時点での見込額で可）を記載すること。 

なお、下請代金総額が 4,500 万円（建築一式工事は 7,000 万円）以上となる場合には、特定建設業許可が必要になるととも

に、主任技術者に代えて監理技術者を配置しなければならないことに留意すること。 

 

現場代理人  氏  名            生年月日 
住  所  

□監理技術者  
□主任技術者  

氏  名            生年月日 
住  所  

□監理技術者  
補佐  

□専門技術者  

氏  名            生年月日 
住  所  
専門技術者は担当する専門工事  

注１ 現場代理人及び技術者は、いずれも受注者と引き続き３箇月以上の直接的雇用関係にあること。 

注２ 監理技術者、監理技術者補佐及び主任技術者は、技術者配置予定調書と同じ者を記載すること。 

注３ 現場代理人が他の工事の現場代理人を兼務する場合は、「現場代理人の兼任に係る誓約書」（別紙様式）を提出すること。 

注４ 監理技術者が他の工事（京都市上下水道局特例監理技術者運用基準で定める工事に限る。）の監理技術者を兼任する場 

合は、「監理技術者の兼任に係る誓約書」（別紙様式）を提出すること。 

注５ 専門技術者は、建設業法第２６条の２に規定する者で、該当する場合に記載すること。 

注６ 共同企業体の場合の受注者欄は、共同企業体名及び代表構成員の商号、所在地及び代表者名とし、構成員ごとに作成し

て同時に提出すること。 

注７ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 

注８ 変更通知書には、変更理由（様式不問）を添付すること。 
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□現場代理人  
□監理技術者  
□監理技術者補佐  
□主任技術者  
□専門技術者  

様式番号３ 



経  歴  書  

令和  年  月  日  
 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長  
 

住  所  
氏  名               
生年月日      年  月  日  

 
 
 工事請負契約書に基づき          の経歴書を提出します。  
 
 
１ 学歴（最終学歴）  

年  月（                       ）  
 
２ 資格  

年  月（                       ）  
 
３ 職歴  

年  月（                       ）  
年  月（                       ）  
年  月（                       ）  

 
４ 工事経歴  

年  月（                       ）  
年  月（                       ）  
年  月（                       ）  

 
注１ 学歴（最終学歴）は、専攻科目まで記載すること。  
注２ 資格は、法令による免許・資格等の名称、等級、種別及び登録（合格）番号を記載し、それを証明する書面の

写しを添付すること。  
注３ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証の表裏両面の写しを添付すること。（裏面に監理技術者講習修了履

歴の記載がない場合は、これに加えて監理技術者講習修了証を添付すること。）  
注４ 現場代理人と技術者が異なる場合は、現場代理人が引き続き３箇月以上の直接的雇用関係にあることが確認で

きる書類の写しを添付すること。（代表者が自ら現場代理人となる場合は不要。）  
注５ 実務経験による技術者にあっては、実務経験証明書を添付すること。  
注６ 工事経歴は、工事名及び現場代理人・監理技術者・主任技術者等の役職を記載すること。  
注７ □内には、該当する項目に✔を記入すること。  
注８ 情報共有システムを用いない場合は、氏名欄に記名（署名または押印含む）すること。 
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□現場代理人  
□監理技術者  
□監理技術者補佐  
□主任技術者  
□専門技術者  

様式番号３’  



令和  年  月  日 
 

安全管理者(決定・変更)通知書 

 
 
（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 
 

受注者 所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名            
           現場代理人名            
 
 
 

下記のとおり安全管理者を定めましたので、通知します。 
 

 

記 
 

安全管理者 

 
工 事 名 

 

工 事 場 所 
 

契 約 番 号   第         号 

 

契約年月日   令和  年  月  日  （当初 令和  年  月  日） 

 

工 期   自 令和  年  月  日～至 令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、氏名欄に記名（署名または押印含む）すること。 
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様式番号（下水１） 



令和  年  月  日 

 

渉外責任者(決定・変更)通知書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

受注者 所 在 地 

    商号又は名称 

                        代 表 者 名            
         現場代理人名            
 

 

下記のとおり渉外責任者を定めましたので、通知します。 

 

 

記 

 

 

渉外責任者 

 

工 事 名 

 

工 事 場 所 

 

契 約 番 号   第         号 

 

契約年月日   令和  年  月  日 （当初 令和  年  月  日） 

 

工 期   自 令和  年  月  日～至 令和  年  月  日 

 
 
 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、氏名欄に記名（署名または押印含む）すること。 
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様式番号（下水２） 



　警察

　○○警察署

　消防

　○○消防署

　大阪ガス緊急

　○○○

（上水道）水道管路管理センター 　

　現場事務所 　○○配水管理課

住所 　○○営業所

電話

　関西電力

　現場代理人 　　関西電力○○営業所

　　　自宅

　　　携帯 　NTT

　　○○○　

　監理技術者又は主任技術者

　　　自宅 　労働基準監督署

　　　携帯 　○○○

　受注者 　道路管理者

住所 　○○土木事務所

電話

　市バス・他

　○○○

　ごみ収集

　　○○まち美化事務所

　○○○下水道管路管理センター

電話　 　病院

　○○○

　その他

緊　　急　　連　　絡　　表（参考様式）

発　注　者

受　注　者

発　　　　見

（注）休日・夜間の電話については、局の休日
夜間受付センターに転送され、受付センター
から監督員に連絡。

※関係連絡先は、工事場所及び工事内容等に応
じて変更又は追加すること。

2-1-8

警察通報

１１０番

消防通報

１１９番
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現場代理人の兼任に係る誓約書 
年   月   日 

（ 宛 先 ） 京 都 市 公 営 企 業 管 理 者 
上 下 水 道 局 長 

所 在 地   
商号又は名称  
代 表 者 名  
 

 
 以下の現場代理人について、他の工事と兼任することとしたいため、下記２のとおり誓約します。 
 なお、兼任する下記３の工事に関し、発注者の事前承認を得ることなく、本書に記載の内容に反する事実が明ら

かとなった場合には、競争入札参加停止等のいかなる措置を受けても異議を申し立てません。 
 
１ 他の工事と兼任する現場代理人 

現 場 代 理 人 氏 名  

 
２ 誓約事項 
 ⑴ 上記現場代理人が従事する工事は３に記載のとおりであり、他に従事する工事現場はなく、当該従事役職に

は、常駐又は専任の義務は課されていない。 
 ⑵ ３の工事期間中、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に一切の支障を生じさせず、かつ、工事担

当課との連絡体制を常に確保する。 
 ⑶ 工事担当課が常駐を求めた場合は、直ちに現場代理人を常駐させる。 
 
３ １の現場代理人が従事する工事（３件まで） 

工 事 名  
工 事 場 所  
発 注 者 （ 部 署 ）            （             ） 
契 約 工 期 年  月  日 から   年  月  日まで 
請 負 金 額                       円（税込） 
従 事 役 職 現場代理人  ／  技術者（監理・主任・担当・専門） 

 
工 事 名  
工 事 場 所  
発 注 者 （ 部 署 ）            （             ） 
契 約 工 期 年  月  日 から   年  月  日まで 
請 負 金 額                       円（税込） 
従 事 役 職  現場代理人  ／  技術者（監理・主任・担当・専門） 

 

工 事 名  
工 事 場 所  
発 注 者 （ 部 署 ）            （             ） 
契 約 工 期 年  月  日 から   年  月  日まで 
請 負 金 額                       円（税込） 
従 事 役 職  現場代理人  ／  技術者（監理・主任・担当・専門） 

※この誓約書は、上記の工事を担当するすべての当局工事担当課に提出すること。       （令和５年４月） 



監理技術者の兼任に係る誓約書 
年   月   日    

（宛先）京都市公営企業管理者 
     上 下 水 道 局 長  

所 在 地                
商号又は名称             
代 表 者 名                   

 
 下記１の監理技術者について、複数の工事を兼任することとしたいので、下記２のとおり誓

約します。 
 なお、兼任する下記３の工事に関し、発注者の事前承認を得ることなく、本書に記載の内容

に反する事実が明らかとなった場合には、競争入札参加停止等のいかなる措置を受けても異議

を申し立てません。 
 
１ 複数の工事の兼任を希望する監理技術者（特例監理技術者） 

監 理 技 術 者 氏 名  

 
２ 兼任に係る誓約事項 

⑴ 上記の者が下記３の工事において従事する役職には、常駐又は専任の義務は課されてい

ませんが、各工事に記載する監理技術者補佐は、当該工事に専任で配置します。 
⑵ 工事期間中、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に一切の支障を生じさせず、

かつ、工事担当課との連絡体制を常に確保します。 
 
３ １の監理技術者が兼任する工事 

⑴ 今回新たに契約する工事 
工 事 名  
工 事 場 所  
発 注 者 （ 部 署 ）            （             ） 
契 約 工 期 年  月  日 から   年  月  日まで 
請 負 金 額                       円（税込） 
監 理 技 術 者 補 佐  

⑵ 既に発注者から承認を受けている工事 
工 事 名  
工 事 場 所  
発 注 者 （ 部 署 ）            （             ） 
契 約 工 期 年  月  日 から   年  月  日まで 
請 負 金 額                       円（税込） 
監 理 技 術 者 補 佐  

※ この誓約書は、上記の工事を担当するすべての工事担当課に提出してください（京都市上

下水道局以外の発注者を除く。）。 
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令和  年  月  日 

 

建設業退職金共済組合証紙購入報告書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名 

現場代理 人             

 

下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。 

 

記 

工 事 名  契約年月日 令和  年  月  日 

工 期 
令和  年  月  日から 
令和  年  月  日まで 

請負代金額           円 

共済証紙購入金額                 円 

 

 

掛金収納書を貼る（契約者から発注者用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われる場合は赤色、大手事業主に雇われる 

場合は青色 

※ 情報共有システムを利用し、打合せ簿で提出する場合、原本貼付後のデータを添付。 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 

様式番号４ 



（建設業退職金共済制度）掛金収納書提出遅延理由書 

 
 
（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 
 

工 事 名 
 

工 期   令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 
 

契約年月日      令和  年  月  日 
 

請負代金額               円 
 
 
 
 

上記工事の建設業退職金共済掛金収納書の提出が遅延しますので、下記のとおり報告致します。 
 

記 
 

購入予定年月日   令和  年  月  日 
 

提出遅延理由 
 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
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（建設業退職金共済制度）不提出理由書 

 
（宛先）京都市公営企業管理者 

   上下水道局長 
令和   年   月   日 

受注者の所在地 

（法人にあっては、主たる事業所の所在地） 

商号又は名称 

（法人にあっては、主たる名称及び代表者名） 

 

 

 

                  

現場代理人            

 
 

注 該当する□にレを記入してください。 
※適格年金制度（年金規約（規程））、厚生年金基金制度等 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
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工 事 名  契約年月日 令和  年  月  日 

工 期 
令和  年  月  日から 
令和  年  月  日まで 

請負代金額           円 

上記工事について、建設業退職金共済制度の対象となる被共済者がなく、かつ、退職金制

度に加入しておりますので、お届けします。 

加

入

し

て

い

る

退

職

金

制

度 

 

□ 中小企業退職金共済 

 

□ 自社独自の退職金共済制度 

 

□ 同業者等で作る退職金共済制度 

 

□ その他 

 

※中小企業退職金共済以外の場合は、名称及び加入番号を記入してください。 

  

名  称 

 

 加入番号 

様式番号６ 



下請負契約等通知書・変更通知書 

 
  年  月  日  

（宛先）京都市公営企業管理者  
     上下水道局長  

 
受注者 所 在 地  

商 号 又 は 名 称  
代  表  者  名                            

 
 
下記工事について、下請負契約等を行い、又は変更しますので、契約書の規定に

基づいて通知します。 

 
記 

契約番号   当初契約年月日      年  月  日  

工事名   

工事場所   

元請金額  円（税込）  

下請予定金額  円（税込）  
※ 上記の「下請予定金額」欄には、建設業法上の建設工事に係る１次下請を予定する金額を記載してくだ

さい。（警備、資材納入、リース、運搬、測量、調査等は、対象外）  
  なお、下請金額が４，５００万円（建築一式工事は７，０００万円）以上となる場合は、法令上、特定

建設業許可及び監理技術者の配置が必要です。  
 

商号又は名称  
(工事以外を含

む。 ) 

担当工事・  
業務の内容  

下請  
次数  

下請予定金額  
（円・税込）  

社会保険  
加入状況  

本店（主たる事務所）  
が市外の場合  

変更の

有無  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

※ 下請負人の一覧は、工事以外の業種についても施工体制台帳の対象範囲としている下請人については

記載してください。  
※ 市外業者を下請負人とするときは、下請次数にかかわらず市外業者選定理由書を添付してください。  
※ 工事担当課に２部提出し、記載事項に変更等がある場合も同様に速やかに提出してください。  
※ 記入欄が足りない場合は、用紙を追加し、できるだけ両面印刷してください。  
※ 「社会保険加入状況」欄は、受注者が下請人の加入状況を確認して記載すること（雇用保険・健康保険・厚生年

金保険のうち１つでも加入していないものがある場合は「未加入」に○をしてください）。 

  （令和５年６月） 
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商号又は名称  
(工事以外を含

む。 ) 

担当工事・  
業務の内容  

下請  
次数  

下請予定金額  
（円・税込）  

社会保険  
加入状況  

本店（主たる事務所）  
が市外の場合  

変更の

有無  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  

   次   □加入  □未加入  
□適用除外  

□市外  
（理由書添付）  □有  
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市外業者選定理由書 

 
  年  月  日 

（宛先）京都市公営企業管理者 
     上下水道局長 

 
受注者 所 在 地 

商号又は名称 
代  表  者  名                      

 
 

市外業者を下請負人に選定しましたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 

契約番号  当初契約年月日     年  月  日 

工事名  

工事場所  

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 
※ 下請契約を締結する場合は、京都市内に本店（主たる事務所）がある中小企業の中から選定するよう努めてください。 
※ 下請次数にかかわらず、市外業者を選定する場合に作成して下請負契約等通知書・変更通知書に添付してください。 
※ 変更の場合は新たに下請契約を締結する市外業者のみ記入してください。 
※ 記入欄が足りない場合は、用紙を追加し、できるだけ両面印刷してください。    
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下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 

 

 

下請負人の商号又は名称  

下請負人の所在市区町村名  

市外業者（本店（主たる事務所）が

市外にある業者）を下請負人に選

定した具体的理由 
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                        令和  年  月  日 

 

 

施 工 体 制 台 帳 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

受注者 所 在 地 

      商号又は名称 

      現場代理人氏名              

 

 

下記の工事について、別紙のとおり施工体制台帳を作成したので提出します。 

 

 

 

記 

 

 

  工  事  名 

 

 

  工 事 場 所   京都市   区    町    他 地内 

 

 

工     期   令和  年  月  日 から 

令和  年  月  日 まで  

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 



年 月 日
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工事業

工事業

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

下請契約

名　　　　　　　　　称

自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名
及 び
住 所

工 期

元請契約

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種

施工体制台帳

［事業所名］

［会社名］

許　可　番　号

　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

下請契約

契 約
営 業 所

区 分

雇用保険

監理技術者名
主任技術者名

専 門
技 術 者 名

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

住 所

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業

        第　　　　号

        第　　　　号

《下請負人に関する事項》

会 社 名 代 表 者 名

　　年　　月　　日
知事　一般

        第　　　　号工事業

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

営業所の名称

専門技術者名

　　年　　月　　日
知事　一般

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種

大臣　特定

大臣　特定
        第　　　　号

厚生年金保険 雇用保険

健康保険等
の加入状況

厚生年金保険

加入　　未加入
適用除外

区分

保険加入
の有無

事業所
整理記号等

健康保険

元請契約

加入　　未加入
適用除外

健康保険

健康保険

事業所
整理記号等

資格内容

保険加入
の有無 加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外

住　　　　　　　　　所
健康保険等
の加入状況

営業所の名称 雇用保険健康保険 厚生年金保険

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

現場代理人名

権限及び
意見申出方法

主任技術者名
専　任
非専任

安全衛生責任者名

安全衛生推進者名

雇用管理責任者名

資格内容

担当工事内容

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無 有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

専　任
非専任

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約

の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部

分を除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該主任
技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証す
る書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に
雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

参

考



担 当 工 事 内 容

工 期 工 期 工 期 工 期

担 当 工 事 内 容 元 方 安 全 衛 生 管 理 者

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

工 期 工 期 工 期 工 期

工 期 工 期 工 期 工 期

工 期 工 期 工 期 工 期

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

会 社 名

会 社 名

安全衛生責任者

専 門 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会 社 名

担 当 工 事
内 容

担 当 工 事
内 容

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担 当 工 事
内 容

工
事

担 当 工 事
内 容

副    会    長

会 社 名

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工
事

会          長

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

年 月 日 ～ 年 月 日

安全衛生責任者 安全衛生責任者

工
事

担 当 工 事
内 容

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

主 任 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

発 注 者 名

工 事 名 称

元 請 名

監 督 員 名

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　　  　  　 　日

　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　　 　    日

専 門 技 術 者

会 社 名

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

担 当 工 事
内 容

主 任 技 術 者

工
事

年 月 日 ～ 年 月 日

会 社 名

会 社 名

2-3-6

施工体系図

安全衛生責任者 安全衛生責任者

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

会 社 名

専 門 技 術 者

工期

会 社 名

専 門 技 術 者

工
事

担 当 工 事
内 容

専 門 技 術 者

工
事

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

担 当 工 事
内 容

参

考



年 月 日

　　　　　　　

　　　　　　　
　

　

2-3-7

日
至 令和

令和

再下請負通知書 《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名 代 表 者 名直 近 上 位
注 文 者 名

契 約 日 令和 年

【報告下請負業者】
住 所
電 話 番 号

元 請 名 称
工 期

自

住 所
工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

月
令和 年 月

日会 社 名 年 月

日

代表者名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

       　　　　

月 日

許可（更新）年月日
《自社に関する事項》

工事業
大臣　特定

       　　　　第 号 令和
工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

雇用保険年

月 日
知事　一般

令和

第 号 令和 年

知事　一般

工事業
大臣　特定

年

日

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

令和 年 月

加入　　未加入
適用除外

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事業
大臣　特定

       　　　　第

号 日

日
知事　一般

工 期
自

工事業
大臣　特定

       　　　　第
知事　一般

月 日至 令和

年 月 日 注文者との
契 約 日

現場代理人名 安全衛生責任者名

号 令和 年 月

令和 年 月

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険
非専任

資格内容

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

主任技術者名
専　任

監 督 員 名 安全衛生責任者名 担当工事内容

専門技術者名

資格内容

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
権限及び

意見申出方法
安全衛生推進者名

雇用管理責任者名

外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

有　　無
現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名
外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

有　　無

資 格 内 容 担当工事内容

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名
専　任

資 格 内 容
非専任

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工
事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）

参

考



一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。 （注）３．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
（注）４．資格・免許等の写しを添付することが望ましい。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

2-3-8 （注）１１．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

（注）１０．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹
 技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

（注）９．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフト
 の運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。

（注）８．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
 ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。

（注）７．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保
 険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用
 除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

（注）６．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

番
号

       …18歳未満の作業員

氏名

技能者ID

 本書面に記載した内容は、作業員
名簿として安全衛生管理や労働災
害発生時の緊急連絡・対応のため
に元請負業者に提示することにつ
いて、記載者本人は同意していま
す。

ふりがな

年　月　日

歳

歳

教　育・資　格・免　許
職
種

※ 年金保険

元請
確認欄

生年月日

年齢

年　月　日

健康保険 建設業退職金
共済制度

提出日　　　　　年　　　月　　　日

年　月　日

歳

歳

歳

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

技能講習 免　許雇用保険
雇入・職長
特別教育

事業所の名称
・現場ID

所長名

年　月　日

歳

歳

（注）２.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

年　月　日

作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成)

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人

中小企業退職金
共済制度

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

（注）５．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、
 建設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者で
 ある等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記
 載。

入場年月日

受入教育
実施年月日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再

参

考



2-5-1

☆１枚目のみサンプルとして添付。

☆提出は全ページとする。







年 月 日

（宛先）京都市公営企業管理者

年 月 日 ～ 年 月 日

1

2

3

4

(注)

建設発生土

現場代理人
住　所

氏　名

建設発生土処理計画書

工事場所

上下水道局長

受注者

工 事 名

所 在 地

商号又は名称

令和

現場代理人氏名

2-7-1

令和 令和

受入地先の写真を添付すること。

建設発生土
予定数量

工事場所から受入場所までの運搬経路を赤線で示した搬出経路図を添付すること。

運搬距離

(㎥)

区　　分

受入場所が風致地区内の場合は、許可書の写しを添付すること。

受入場所が受注者の所有でない場合は、所有者の承諾書を添付すること。

建設発生土受入場所(略図)

工事期間

受入地の土地所有者の
住所及び氏名

(km)

 TEL



年 月 日

○○（受注者）○○ 様

（承諾者）

商号又は名称

1

2 ㎥

3 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

4

工事場所

工　事　名

標記工事で発生する土砂の受入を、下記のとおり承諾します。

令和

建設発生土受入承諾書

所 在 地

現 場 代 理 人

2-７-2

条　　件

記

受入場所

受入土量

受入期間



年 月 日

（宛先）京都市公営企業管理者

年 月 日 ～ 年 月 日

1
2

3

(km)

(km)

(km)

処理場所(略図)

収集運搬を収集運搬業者に、また、処分を処分業者に委託する場合は、委託の基準を遵守した委
(注) 工事場所から最終処分地または中間処分施設までの運搬経路図を赤線で示した搬出経路図を添付すること。

産業廃棄物処理業許可書の写しを添付すること。

2-7-3

最終処分地または中間処理施設の所在地
運搬距離

事 業 場 の 名 称 及 び 代 表 者 名

託契約を書面で行い、その契約書の写しを添付すること。

 TEL

住　所

氏　名

その他
（　　　　　　　）

コンクリート破片
(㎥)

(トン)

現場代理人

区　　分 数　　量

(㎥)
(トン)

アスファルト・コン
クリート破片

(㎥)
(トン)

工事場所

工事期間 令和 令和

工 事 名

産業廃棄物処理計画書

令和

上下水道局長

受注者 所 在 地

商号又は名称

現場代理人氏名



年 月 日

（宛先）京都市公営企業管理者

年 月 日 ～ 年 月 日

1

2

工事場所

令和

上下水道局長

受注者 所 在 地

商号又は名称

建設発生土処理報告書

工 事 名

現場代理人氏名

工事期間 令和 令和

区　　分
建設発生土
実績数量

受入地の土地所有者の
住所及び氏名

運搬距離

建設発生土 (㎥) (km)

現場代理人
住　所

氏　名  TEL

2-7-4

建設発生土受入場所(略図)

(注) 建設発生土処理計画書から受入地に変更がない場合は、受入地の略図は省略可。

実績数量の根拠が分かる土量計算書を添付すること。



 

2-8-1 

                          令和  年  月  日 

 

 

施 工 計 画 書 

 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

               受注者  所 在 地 

       商号又は名称 

                       現場代理人氏名              

       

  

 

下記の工事について，別紙のとおり施工計画書を作成したので提出します。 

 

 

記 

 

 

 １ 工  事  名  

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 ３ 工      期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 

 



2-8-2 

                       令和  年  月  日 

 

 

変 更 施 工 計 画 書 

 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

               受注者  所 在 地 

       商号又は名称 

                        現場代理人氏名              

 

下記の工事について変更があったため、別紙のとおり変更施工計画書を作成した

ので提出します。 

 

記 

 

 １ 工  事  名  

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 



2-8-3 
 

 令和  年  月  日 

 

承 諾 申 請 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    現場代理人氏名            

 
下記の事項について承諾を申請します。 

 
記 

 
工 事 名 

 
承諾申請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記について承諾する。 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）するこ

と。ただし、監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

 
 
 

  

様式番号１６ 



令和  年  月  日 

 

資器材使用申請書 

               

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    現場代理人氏名            

 

 
 

下記の事項について申請します。 
 

 

 

記 
 

工 事 名 
契約年月日      令和  年  月  日   
資 器 材 名 
種 別 
規 格 番 号 
添付図書類 
図 面 
製造工場認定書（写し） 

 
注 資器材の種類が多い場合は、別紙にて記入すること。 

 
 
 
 
 
 
 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）するこ

と。ただし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 
 

2-8-4 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

 現場 
代理人 

主任 
（監理）
技術者 

 
 
 

    

様式番号１７ 



 
 

2-8-5 
 

参考 

資器材に関する提出書類について 

 

１ 資器材使用申請書を提出する資器材 

 

① 日本下水道協会認定工場で製造された日本下水道協会認定資器材 

 

  当局の下水道用資器材仕様書（以下仕様書という）に定めた認定資器材 

（Ⅰ類、Ⅱ類） 

  ヒューム管、塩ビ管、FRPM 管、ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管、陶管、下水道用鋼管 

組立人孔、塩ビ桝・人孔、人孔鉄蓋、下水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管等 

 

② 当局が検査を行う認定外工場で製造された下水道協会認定資器材 

   

③ 仕様書に「その他の資器材」として定めた認定外資器材 

 

  規格・品質は、仕様書附則２～８による。 

コンクリート製品：L型塊、基礎塊、掃除桝蓋・縁塊、雨水桝蓋・縁塊・壁 

  塊、人孔斜壁・直壁、人孔床版、境界杭、雨水桝表示杭、 

  溝蓋 

  グレーチング製品：雨水桝蓋、取入桝蓋、横断溝蓋、第 2号雨水桝蓋 

  その他  ：足掛金物、鋼製カラー 

 

・ 上記の製品でも仕様が異なるものは承諾申請書とする。 

・ 京都市型鉄蓋については京都市仕様としてメーカー毎に確認検査を行っており

（別紙 1）、検査済み、または検査を行う場合に資器材使用申請書として申請する。 

・ 推進工事のマシンは資器材使用申請書とする。 

・ シールド工事用セグメント及びボックスカルバートは承諾申請書とする。 

・ 資器材が多い場合はリストを添付し一括して提出することが出来る。 

・ 日本下水道協会認定資器材は規格番号（JSWAS A-1 等）を記入すること。 

 

    ④その他 

１）生コンクリート 

２）鉄筋 

３）基礎・埋戻材料（砂、砕石等） 

４）アスファルト舗装材料（アスファルト合材等） 

５）薬液注入工に使用する材料 

６）裏込材料 

７）仮設材料（H 鋼、矢板、ライナープレート等） 

８）その他特に重要でない資器材 

 

 

          2 部→                  1 部→ 

 

                       

受注者 ○○○下水道管路管理センター 
（決裁済み後 1 部受注者に返却） 

受注者 
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尚、出来るだけまとめて提出してください。（現場代理人名で可） 

 

２ 承諾申請書を提出する資器材 

 

①当局が検査を行わない認定外工場で製造された下水道協会認定資器材 

 

②仕様書に「その他の資器材」として定めていない認定外資器材 

 下水道資器材のうち通常の下水道工事で使用しない特殊な材料。 

 復旧工事等に使用する下水道資器材以外の材料。 

 その他。 

③シールド工事用セグメント（シール材含む）、シールド機及びボックスカルバート 

 

 

          ２部→                  1 部→ 

 

 

 

 

・ 資器材ごとに提出する。 

 

 

受注者 受注者 ○○○下水道管路管理センター 
（承諾後 1 部受注者に返却） 
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注
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様
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は
、
工
事
履
行
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告
書
に
添
付
し
て
提
出
す
る
こ
と
。
な
お
、
実
施
工
程
表
の
提
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よ
り
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工
事
月
報
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る
こ
と
が
で
き
る

 
3-

1-
1 

様
式

番
号

１
１
’

 



令和  年  月  日 
 

立 会 願 

 

 下記について、立会をお願いします。 

 

記 
 

 

工事名  

立会項目  

立会箇所  

立会希望年月日  

その他  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。

ただし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

 
3-1-2 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 

様式番号９（土木） 



3-1-3 

NO.     

工 事 打 合 簿 

発 議 者 □発注者  □受注者 発議年月日 令和  年  月  日 

発議事項 
□指示 □協議 □通知 □承諾 □報告 □提出 

□その他（                             ） 

工 事 名  

（内 容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図   葉、その他添付図書 

処
理
・
回
答 

発
注
者 

上記について  □指示 □承諾 □協議 □提出 □受理  します。 

        □その他（                   ） 

 

令和  年  月  日 

受
注
者 

上記について  □承諾 □協議 □提出 □報告 □受理  します。 

        □その他（                   ） 

 

令和  年  月  日 

 
 
 
 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。

ただし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 

様式番号１６ 



 
令和  年  月  日 

 

工 期 延 長 請 求 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

工事請負契約書に基づき工期の延長を請求します。 
 

 

工 事 名   

 

契約年月日  令和  年  月  日 

 

工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

   

延 長 工 期  終期日の翌日 から 令和  年  月  日まで 

 

延 長 理 由     

 

 

 

 

 

 

注１ 延長理由は具体的に記入するとともに、参考となる書類を添付すること。 

注２ 工事完成保証人を立てている場合は、受注者との連名による請求とすること。 

注３ 契約年月日、工期は直近の契約内容を記入すること。 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）

すること。 
 
 
 
  3-1-4 

様式番号１９ 



 
令和  年  月  日 

 

現 場 発 生 品 調 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    現場代理人氏名            

 

 

 令和  年  月  日付けをもって請負契約を締結した           工事

における下記の発生品を引き渡します。 

 

記 

 

品 名 規 格 単位 数量 摘  要 

     

     

     

     

     

     

 

注 契約年月日は直近の契約年月日を記入すること。 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）す

ること。 
 
 
 
 

3-1-5 

様式番号２７ 



 
令和  年  月  日 

マンホール鉄蓋処理確認書 

 
（宛先）京都市公営企業管理者 上下水道局長 

 

受注者 所 在 地 

                 商号又は名称 

                 現場代理人氏名            

                 

 

工 事 名  

工事場所  

工事期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日 

マンホール 
鉄 蓋 

 

数  量 
（鉄蓋）        枚 

（受枠）        個 

（転落防止梯子）     個 

処 分 量         （kg）（計量設備のある場合記入） 

処 分 先 

 
上記のマンホール鉄蓋を受け入れたことを証明します。 

 

令和  年  月  日 

 
 □ 自社で（解体・融解）処理します。 

□ 他社で（解体・融解）処理とします。 

    他社で処理する場合の会社名及び住所 
会社名                        

住 所                        

   

（受入者）所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名            印 

 
（備考）１ 処分先の該当する□欄に「レ」を入れ、解体・融解のどちらかに○を入れる。 

  ２ 他社で処理の場合、処理する会社名及び住所を記入する。 

3-1-6 



3-1-7 

令和  年  月  日 
 

材 料 確 認 書 

 

 下記について、材料確認をお願いします。 

 

記 
 

工事名  

材料名 品 質 規 格 単位 
搬入 

数量 

確  認  欄 

備考 
確認年月日 確認方法 合格数量 確認印 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

 

 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。た

だし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 

様式番号７（土木） 



令和  年  月  日 
 

段 階 確 認 書 

 

 下記について、段階確認をお願いします。 

 

記 
 

 

工事名  

種 別 細 別 

確 認 

 

項 目 

確 認 

 

予定時期  

確 認 欄  

確認日 
確 認 者 

署名押印  

      

      

      

      

      

      

      

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。た

だし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと 

3-1-8 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 

様式番号８（土木） 



令和  年  月  日 

 

（建設業退職金共済制度）証紙貼付状況報告書 

 

               

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

 

工 事 名 

工 期   令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 

契約年月日   令和  年  月  日   

請 負 代 金 額               円 

 

 

上記工事の建設業退職金共済制度における、証紙の貼付状況を下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

確 認 年 月 日            末日現在 

証紙貼付延枚数    枚 

 

 
 
 
 
 
 
 
 ※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
 

 
3-2-1 

様式番号１０ 



金 円

～至

現在

<3ヶ月に一度及び完成時提出>

受注者

商号又は名称

3-2-2

日

建設業退職金共済制度の適用状況について

工 事 名

請負代金額

令和 年 月

工 事 場 所

所 在 地

令和　　　年　　　月　　　日契 約 日

工 期 自 令和 年 令和 年月

円

交付額 円

月 日

令和 年 月 日

日

現場代理人氏名

建退共手帳
対象所有者数

人

就労者数 人

建退共の
対象者数

人

延労働者数 人

共
済
証
紙

購入額



<3ヶ月に一度及び完成時提出>

受注者 所 在 地

商号又は名称

現場代理人氏名

3-2-3

合　　　計

貼付枚数 残　　数

年至～

年　月　日 購入枚数

日

建 設 業 退 職 金 共 済 証 紙 受 払 簿

工 事 名

工 事 場 所

工 期 自 令和 年

令和 年 月

月 日月 日 令和



令和  年  月  日 

 

確 認 検 査 申 請 書 
 
（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

下記工事の確認検査を申請します。 

 

 

記 
 

工 事 名 
 

請負代金額               円 

 
当 初 契 約 年 月 日   令和  年  月  日  

 

工 期   令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 

 
検 査 部 分 

 
検 査 内 容 

 
 
 
 
 
 
 
 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）する

こと。 
 

4-1-1 

様式番号２１ 



令和  年  月  日 
 

第  回部分検査請求書 

 
（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 
 

工事請負契約書に基づき部分検査を請求します。 
 
 
 
 

 

 

 

 

注： 工期は直近の契約工期を記入すること。 
※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2-1 

工 事 名  

工 期 
令和  年  月  日 から  

令和  年  月  日 まで 

様式番号２２ 



 

4-2-2 

 

                           令和  年  月  日 

 

 

部分（第  回）出来高内訳書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

 

 

 下記のとおり部分出来高内訳書を提出します。 

 

 

記  

 

 

 １ 工  事  名  

 

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 

 ３ 請 負 金 額  ￥○○○，○○○，○○○－ 

 

 

 ４ 契 約 番 号  第          号 

 

 

 ５ 工     期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日   

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 



第 回部分出来高（請求）内訳書 

（P ／ ） 

費目・工種・種別 
細別・規格 

単

位 
数量 単 価 金 額 

前回迄 
出来高(A) 

今回 
出来高(B) 

今回迄出来高 
(A＋B) 

残 高 
摘要 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 
 

4-2-3 

様式番号２２’ 



 

4-2-4 

                           令和  年  月  日 

 

部分（第 １ 回）出来高請求書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長   

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

 

下記のとおり請求いたします。 

 

記  

 

 １ 工  事  名  

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日   

 

 （１）請 負 金 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    （前 払 金 受 領 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ ） 

 

 （２）今回出来高金額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （３）同上９０％金額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

  

 （４）今回前払振替金額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （５）今 回 請 求 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （６）今回前払振替金額・今回請求額合計金額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－  

 

 （７）残      額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （注）年度割りなしの様式です、年度割のある工事については別の様式を使用すること。  
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                             令和  年  月  日 

 

部分（第 １ 回）出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人            

  下記のとおり請求いたします。 

 

記  

 

 １ 工  事  名  

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日    

  

                   （出来高予定額の年度割） 

                            年度￥○○○,○○○,○○○－ 

（１）請 負 金 額   ￥○○○,○○○,○○○－  年度￥○○○,○○○,○○○－ 

                            年度￥○○○,○○○,○○○－ 

              （前払金年度割） 年度￥○○○,○○○,○○○－ 

前 払 金 受 領 額   ￥○○○,○○○,○○○－  年度￥○○○,○○○,○○○－ 

                            年度￥○○○,○○○,○○○－ 

 （２）今回出来高金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 

 （３）同上９０％金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

  

 （４）今回前払振替金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 

 （５）今 回 請 求 額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 

 （６）今回前払振替金額・今回請求額合計金額 ￥○○○,○○○,○○○－ 

 

 （７）残 額                    ￥○○○,○○○,○○○－ 

（注）年度割有りの様式です。 
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                           令和  年  月  日 

 

部分（第 ｎ 回）出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

                     

 

  下記のとおり請求いたします。 

 

記  

 

 １ 工  事  名  

 

 ２ 工 事 場 所  

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

  

 （１）請 負 金 額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

    （前 払 金 受 領 額     ￥○○○,○○○,○○○－） 

（２）前回までの出来高金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （３）今回出来高金額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （４）同上９０％金額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

（５）前回までの前払振替金額  ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （６）今回前払振替金額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （７）前回までの受領額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （８）今 回 請 求 額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （９）今回前払振替金額・今回請求額合計金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （10）残      額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 

 （注）年度割りなしの様式です、年度割のある工事については別の様式を使用すること。 
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                               令和  年  月  日 

 

 

部分（第 ｎ 回）出来高請求書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

 

  下記のとおり請求いたします。 

記  

 １ 工  事  名          

 

 ２ 工 事 場 所         

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日   

  

                   （出来高予定額の年度割） 

                               年度￥○○○,○○○,○○○－ 

（１）請 負 金 額     ￥○○○,○○○,○○○－   年度￥○○○,○○○,○○○－ 

                               年度￥○○○,○○○,○○○－ 

               （前払金年度割）   年度￥○○○,○○○,○○○－ 

（前 払 金 受 領 額   ￥○○○,○○○,○○○－）  年度￥○○○,○○○, ○○○－ 

                                年度￥○○○,○○○,○○○－ 

（２）前回までの出来高金額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （３）今回出来高金額        ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （４）同上９０％金額        ￥○○○,○○○,○○○－ 

（５）前回までの前払振替金額   ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （６）今回前払振替金額       ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （７）前回までの受領額         ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （８）今 回 請 求 額        ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （９）今回前払振替金額・今回請求額合計金額     ￥○○○,○○○,○○○－ 

 （10）残 額        ￥○○○,○○○,○○○－ 

（注）年度割有りの様式です。 
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（注）計算例                 令和  年  月  日 

 

部分（第 １ 回）出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

 

 下記のとおり請求いたします。 

 

 １ 工  事  名          

 

 ２ 工 事 場 所         

 

 ３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日   

 

 （１） 請 負 金 額          （Ａ）￥○○○，○○○，〇〇〇－ 

     （ 前 払 金 受 領 額          （Ｂ）￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

 

 （２） 今 回 出 来 高 金 額          （Ｃ）￥○○○，○○○，〇〇〇－ 

 

 （３） 同 上 ９ ０ ％ 金 額          （Ｄ）＝（Ｃ）×０．９ 

  

 （４） 今 回 前 払 振 替 金 額          （Ｅ）≦（Ｃ／Ａ）×（Ｂ） （千円未満切り捨て） 

 

 （５） 今 回 請 求 額          （Ｆ）≦(C)×(9/10－(B)/(A))（千円未満切り捨て） 

 

 （６） 今回前払振替金額・今回請求額合計金額（Ｇ）＝（Ｅ）＋（Ｆ）≦（Ｄ） 

 

 （７） 残 額          （Ｈ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｆ） 

 

 （注）年度割なしの様式です、年度割のある工事については別の様式を使用すること。 
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（注）計算例                 令和  年  月  日 

 

部分（第 ｎ 回）出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人             

 

  下記のとおり請求いたします。 

 

記  

 

１ 工  事  名          

 

２ 工 事 場 所         

 

３ 工     期 自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

（１）請 負 金 額           （Ａ）    ￥○○○，○○○－ 

  （前 払 金 受 領 額           （Ｂ）  ￥○○○，○○○－ ） 

（２）前回までの出来高金額           （Ｃ）   ￥○○○，○○○－     

（３）今 回 出 来 高 金 額           （Ｄ）   ￥○○○，○○○－      

（４）同 上 ９ ０ ％ 金 額           （Ｅ）＝（Ｄ）×０．９ 

（５）前回までの前払振替金額（Ｆ）  ￥○○○，○○○－    

（６）今 回 前 払 振 替 金 額           （Ｇ）≦（Ｄ／Ａ）×（Ｂ） （千円未満切り捨て） 

（７）前 回 ま で の 受 領 額           （Ｈ）  ￥○○○，○○○－ 

（８）今 回 請 求 額           （Ｉ）＝(D)×(9/10－(B)/(A)) （千円未満切り捨て） 

（９）今回前払振替金額・今回請求額合計金額          （Ｊ）＝（Ｇ）＋（Ｉ）≦（Ｅ） 

（10）残 額           （Ｋ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｈ＋Ｉ） 

 

 （注）年度割なしの様式です、年度割のある工事については別の様式を使用すること。 



円

※　金額の先頭に「￥」等を記入してください。

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長

インボイスに登録している。   →登録番号 T
インボイスに登録していない。→登録番号は記入不要です。

※　法人・団体の場合は、所在地、法人・団体の名称、請求権限のある方（代表取締役、
　　理事長、代表者から委任を受けた支店長等）の職名・氏名を記入してください。

軽減税率適用　　

経過措置により旧税率適用

以下のいずれかにチェックしてください。

登録口座

登録していない下記の口座　→　以下のすべての項目を記入してください。

請 求 書
請求書番号

請求金額

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一

日

　
請
求
者 住所

氏名

請求日 年 月

内
訳

取引年月日 件　名　・　品　名　等 数量 単価（税抜） 金 額（税抜）

10%対象 税抜合計

［税率が通常(10%)と異なる場合］ 消費税及び地方消費税相当額

8%対象 税抜合計

消費税及び地方消費税相当額

※消費税対象外取引の場合は、「請求金額」のみ記入してください。

口座名義
（フリガナ）

口座名義
（漢字等）

請求金額

　
振
込
口
座 金融機関名 店舗名 預金種目 口座番号

　普通（総合）

　当座
　貯蓄
　その他



1 2 3 4 5 6

円

※　金額の先頭に「￥」等を記入してください。

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長

インボイスに登録している。   →登録番号 T 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3
インボイスに登録していない。→登録番号は記入不要です。

※　法人・団体の場合は、所在地、法人・団体の名称、請求権限のある方（代表取締役、
　　理事長、代表者から委任を受けた支店長等）の職名・氏名を記入してください。

軽減税率適用　　

経過措置により旧税率適用

以下のいずれかにチェックしてください。

登録口座

登録していない下記の口座　→　以下のすべての項目を記入してください。

口座名義
（フリガナ）

口座名義
（漢字等）

請求金額 3,000,000

　
振
込
口
座 金融機関名 店舗名 預金種目 口座番号

　普通（総合）

　当座
　貯蓄
　その他

［税率が通常(10%)と異なる場合］ 消費税及び地方消費税相当額

8%対象 税抜合計

消費税及び地方消費税相当額

※消費税対象外取引の場合は、「請求金額」のみ記入してください。

10%対象 税抜合計

令和〇年12月1日 〇〇に係る工事の前払金 １式 3,000,000

内
訳

取引年月日 件　名　・　品　名　等 数量 単価（税抜） 金 額（税抜）

〇 日

　
請
求
者 住所 京都市○○区○○町１２

氏名
○○株式会社
代表取締役　○○○○

0

請求日 令和〇 年 〇 月

3 0 0 0 0 0

請 求 書
請求書番号

請求金額

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一

\

・太枠内に記入してくださ

い。細枠内は、必要な場合

に記入してください。

・消せる筆記具を使わない

でください。

６桁以内の任意の数
字を記入いただくと、
「請求書番号」＋
「キョウトスイドウ」と
通帳に印字されます。

標準税率と異なる消費税率を
適用する場合は、その理由を
選んでください。

登録口座への振込を希望され
る場合は、「登録口座」にチェッ
クを入れてください。

記入例（前払金）

赤枠内への記入
は不要です。

決定通知書、契約書、見積書
等のとおり、ご記入ください。
別紙明細がある場合は、件
名とともに「別紙明細書のと
おり」と記入し、請求書と併せ
てご提出ください。

（一例）
物品：納品日、
保守委託：完了日、
工事・点検整備等：検査日、
（前払金は契約日）



1 2 3 4 5 6

円

※　金額の先頭に「￥」等を記入してください。

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長

インボイスに登録している。   →登録番号 T 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3
インボイスに登録していない。→登録番号は記入不要です。

※　法人・団体の場合は、所在地、法人・団体の名称、請求権限のある方（代表取締役、
　　理事長、代表者から委任を受けた支店長等）の職名・氏名を記入してください。

軽減税率適用　　

経過措置により旧税率適用

以下のいずれかにチェックしてください。

登録口座

登録していない下記の口座　→　以下のすべての項目を記入してください。

口座名義
（フリガナ）

口座名義
（漢字等） 京都　歩

　
振
込
口
座 金融機関名 店舗名 預金種目 口座番号

京都銀行 四条支店
　普通（総合）

　当座
　貯蓄
　その他

ヨ ウ ト ア ユ ム

8%対象 税抜合計

消費税及び地方消費税相当額

※消費税対象外取引の場合は、「請求金額」のみ記入してください。

［税率が通常(10%)と異なる場合］ 消費税及び地方消費税相当額 750

請求金額 8,250

内
訳

9 9 9 9 9 9 9

キ

10%対象 税抜合計 7,500

R〇.8.22 ○○ファイル　型番等　各色〇冊入 3セット 2,500 7,500

取引年月日 件　名　・　品　名　等 数量 単価（税抜） 金 額（税抜）

〇 日

　
請
求
者 住所 京都市○○区○○町１２

氏名
○○株式会社
代表取締役　○○○○

0

請求日 令和〇 年 〇 月

\ 8 2 5

請 求 書
請求書番号

請求金額

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一

・太枠内に記入してくださ

い。細枠内は、必要な場合

に記入してください。

・消せる筆記具を使わない

でください。

記入例（口座登録なし・税率10%）

６桁以内の任意の数

字を記入いただくと、

「請求書番号」＋「キョ

ウトスイドウ」と通帳に

印字されます。

標準税率と異なる消費税率を
適用する場合は、その理由を
選んでください。

登録口座への振込を希望される
場合は、「登録口座」にチェック
を入れてください。

決定通知書、契約書、見積書
等のとおり、ご記入ください。
別紙明細がある場合は、件
名とともに「別紙明細書のと
おり」と記入し、請求書と併せ
てご提出ください。

（一例）

物品：納品日、

保守委託：完了日、

工事・点検整備等：検査日、

（前払金は契約日）



1 2 3 4 5 6

円

※　金額の先頭に「￥」等を記入してください。

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長

インボイスに登録している。   →登録番号 T 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3
インボイスに登録していない。→登録番号は記入不要です。

※　法人・団体の場合は、所在地、法人・団体の名称、請求権限のある方（代表取締役、
　　理事長、代表者から委任を受けた支店長等）の職名・氏名を記入してください。

軽減税率適用　　

経過措置により旧税率適用

以下のいずれかにチェックしてください。

登録口座

登録していない下記の口座　→　以下のすべての項目を記入してください。

口座名義
（フリガナ）

口座名義
（漢字等）

R〇.6.30

請求金額 12,111

　
振
込
口
座 金融機関名 店舗名 預金種目 口座番号

　普通（総合）

　当座
　貯蓄
　その他

［税率が通常(10%)と異なる場合］ 消費税及び地方消費税相当額

8%対象 税抜合計 11,214

消費税及び地方消費税相当額 897

※消費税対象外取引の場合は、「請求金額」のみ記入してください。

内
訳

取引年月日

10%対象 税抜合計

〇〇新聞　4月～6月分 3セット 3,738 11,214

件　名　・　品　名　等 数量 単価（税抜） 金 額（税抜）

〇 日

　
請
求
者 住所 京都市○○区○○町１２

氏名
○○株式会社
代表取締役　○○○○

1

請求日 令和〇 年 〇 月

\ 1 2 1 1

請 求 書
請求書番号

請求金額

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一

・太枠内に記入してくださ

い。細枠内は、必要な場合

に記入してください。

・消せる筆記具を使わない

でください。

記入例（登録口座・税率8%）

６桁以内の任意の数
字を記入いただくと、
「請求書番号」＋
「キョウトスイドウ」と
通帳に印字されます。

標準税率と異なる消費税率を
適用する場合は、その理由を
選んでください。

登録口座への振込を希望される
場合は、「登録口座」にチェック
を入れてください。

決定通知書、契約書、見積書
等のとおり、ご記入ください。
別紙明細がある場合は、件
名とともに「別紙明細書のと
おり」と記入し、請求書と併せ
てご提出ください。

（一例）

物品：納品日、

保守委託：完了日、

工事・点検整備等：検査日、

（前払金は契約日）



令和  年  月  日 
 

一 部 完 成 通 知 書 

 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

下記工事の指定部分は、令和  年  月  日  をもって完成したので工事請負契約書に基

づき通知します。 

 

記 

 

工 事 名 

 

工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 
 

請負代金額               円 
 

指定部分工期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 
 

指定部分に対する請負代金額              円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
 
 

4-3-1 
様式番号２３ 



 
令和  年  月  日 

 

指 定 部 分 引 渡 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

 

 下記工事の指定部分を工事請負契約書に基づき引渡します。 
 
 

工 事 名  

指 定 部 分  

工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

指定部分工期   令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

請 負 代 金 額                       円 

指定部分に対する 

請負代金額 
                     円 

指定部分に係る 

検査年月日 
 令和  年  月  日 

 

注 工期、請負代金額は直近の契約内容を記入すること。 

  ※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）

すること。 

 

 

 

4-3-2 

様式番号２４ 



4-3-3 

                           令和  年  月  日 

 

一部完成出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者 

上下水道局長 

 
                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人           
 

 下記のとおり請求します。 

 

記  

 

 工  事  名    

 

 工     期    令 和  年  月  日 から  

令 和  年  月  日 まで 

 

 （１）請 負 金 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（前 払 金 受 領 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（中 間 前 払 金 受 領 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

 

 （２）指定部分に対する請負代金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（指定部分に対する前払金相当額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

  

（３）今 回 出 来 高 金 額                           ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    

（４）今 回 前 払 振 替 金 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    

（５）今 回 請 求 額                           ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

   

 （６）残 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－  （１）－（２） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 
 

（出来高予定額の年度割） 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

（前払金予定額の年度割） 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

年割がある場合に記載 

↓ 

部分払なし 



1 / 1 ページ

数量 単価 金額 数量 金額 数量 金額

直接工事費計

諸経費

工事価格

消費税額及び地方消費税額

工事費計

工種 規格 単位
今回出来高 残数，残高

一部完成出来高内訳書

契約数量

4-3-4



4-3-5 

                           令和  年  月  日 

 

一部完成出来高請求書 
 

（宛先）京都市公営企業管理者 

上下水道局長 

 
                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人           

 

 下記のとおり請求します。 

 

記  

 

 工  事  名    

 

 工     期   令 和  年  月  日 から  

令 和  年  月  日 まで 

 

 （１）請 負 金 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（前 払 金 受 領 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（中 間 前 払 金 受 領 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

 

 （２）指定部分に対する請負代金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（指定部分に対する前払金相当額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

  

（３）前 回 ま で の 出 来 高 金 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－    

（同 上 ９ ０ ％ 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－) 

   

（４）今 回 出 来 高 金 額                           ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    

（５）前 回 ま で の 前 払 振 替 金 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    

（６）今 回 前 払 振 替 金 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    

（７）前 回 ま で の 受 領 金 額                           ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

   

 （８）今 回 請 求 額                           ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

   

 （９）残 額                          ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－  （１）－（２） 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 

（出来高予定額の年度割） 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

（前払金予定額の年度割） 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

○年度 \000,000,000- 

年割がある場合に記載 

↓ 

部分払あり 



1 / 1 ページ

数量 単価 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額
工種 規格 単位

前回迄出来高 今回出来高 残数，残高

一部完成出来高内訳書

今回迄出来高契約数量

直接工事費計

諸経費

工事価格

消費税額及び地方消費税額

工事費計

 4-3-6



4-4-1 

令和  年  月  日 

 

完 成 通 知 書 

 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 

                    商号又は名称 

                    代 表 者 名             

                    現 場 代 理 人             

 

 

 下記工事は令和  年  月  日をもって完成したので工事請負契約書に基づき通知します。 
 

記 

 

工 事 名 

 

工 事 場 所 

 

契 約 番 号     第         号 

 

契約年月日     令和  年  月  日 （当初 令和  年  月  日） 

 

請負代金額               円 

 

完 成 期 限    令和  年  月  日 

 

 

 

 

（注）1  完成期限は工事請負契約書記載の完成期限 

 

2  完成年月日は実際に完成した年月日 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
 



4-4-2 

                           令和  年  月  日 

 

 

完成出来高請求書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人            

 

 

  下記のとおり請求いたします。 

 

 

記  

 

 

 １ 工  事  名   

 

 ２ 工 事 場 所   

 

 ３ 工     期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

 （１）請 負 金 額  ￥Ｏ，ＯＯＯ，ＯＯＯ－ 

 

 （２）今 回 出 来 高 金 額  ￥Ｏ，ＯＯＯ，ＯＯＯ－ 

  

 （３）今 回 請 求 金 額  ￥Ｏ，ＯＯＯ，ＯＯＯ－ 

  

 （４）残 額  ￥        ０－ 

 

  

 （注）前金払い及び部分払い無しの様式 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 

 



4-4-3 

                           令和  年  月  日 

 

 

完成出来高請求書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人            

 

 

  下記のとおり請求いたします。 

 

 

記  

 

 

 １ 工  事  名   

 

 ２ 工 事 場 所   

 

 ３ 工     期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

 （１）請 負 金 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （前 払 金 受 領 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－） 

 

 （２）今 回 出 来 高 金 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （３）今 回 前 払 振 替 金 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （４）今 回 請 求 額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （５）残 額 ￥          ０－ 

 

  （注）前金払い有り部分払い無しの様式 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 



4-4-4 

                           令和  年  月  日 

 

 

完成出来高請求書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人            

 

 

  下記のとおり請求いたします。 

 

 

 

 

記  

 

 

 １ 工  事  名   

 

 ２ 工 事 場 所   

 

 ３ 工     期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

 （１）請 負 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 

 （２）前回までの出来高金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

    （同 上 ９ ０ ％ 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－) 

 （３）今 回 出 来 高 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

  

 （４）前回までの受領金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

  

 （５）今 回 請 求 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

  

 （６）残 額  ￥          ０－ 

 

（注）前金払い無し部分払い有りの様式 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 



4-4-5 

                           令和  年  月  日 

 

 

完成出来高請求書 
 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者名             

                    現場代理人            

 

 

  下記のとおり請求いたします。 

   

 

 

記  

 

 

 １ 工  事  名   

 

 ２ 工 事 場 所   

 

 ３ 工     期  自 令和  年 月 日～至 令和  年 月 日  

 

 （１）請 負 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （ 前 払 金 受 領 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ ） 

 （２）前回までの出来高金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

（ 同 上 ９ ０ ％ 金 額   ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ ) 

 （３）今 回 出 来 高 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （４）前回までの前払振替金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （５）今 回 前 払 振 替 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （６）前 回 ま で の 受 領 金 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （７）今 回 請 求 額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇－ 

 （８）残 額  ￥          ０－ 

 

  （注）前金払い及び部分払い有りの様式 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含

む）すること。 

 



 
令和  年  月  日 

 

引 渡 書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

 

 下記工事は、完成検査が完了しましたから工事請負契約書に基づき、引渡します。 
 
 

 

記 

 

 工 事 名   

 

 

 請負代金額                 円 

 

 

 検査年月日  令和  年  月  日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）すること。 
 
 
 

4-4-6 

様式番号２９ 



 

第１号様式（第９条） 
 

認定請求書 
 
                            令和  年  月  日 
 
（宛先）京都市公営企業管理者 

上 下 水 道 局 長 
 

所在地 
                    請負者 商号又は名称 
                        代表者職氏名         
 
 
 下記の工事について中間前金払の請求をしたいので、要件を具備していることを認定さ

れたく請求します。 
 

記 
 
 

工 事 名  

 

 

 

工事場所 
 

 

 

工  期 
 

 

令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 
 

 

契約金額 
 

 

 

摘  要 
 

 

 

※ 添付書類 工事履行報告書 
 
 

5-1-1 



工 事 履 行 報 告 書 

工事名  

工期  ～ 

日付 令和  年  月  日（   月分） 

月 別 
予定工程 ％ 

（  ）は工程変更後 実施工程 ％ 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（記事欄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。

ただし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

 

5-1-2 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 

様式番号１１ 



工 事 履 行 報 告 書 

工事名 ○○○公共下水道管布設替工事 

工期 自 令和２年５月１日 ～至 令和３年３月３０日 

日付 令和２年 １２月 １日（１１月分） 

月 別 
予定工程 ％ 

（  ）は工程変更後 実施工程 ％ 備  考 

令和２年 ５月  ０．０（    ） ０．０  

６月  ６．０（    ） ５．０  

７月 １２．０（    ） １１．０  

８月 ２１．０（    ） ２０．０  

９月 ３２．０（    ）  ３５．０  

１０月 ３８．０（    ） ４３．０  

１１月 ４６．０（    ）  ５１．０ ＞５０％ 

１２月 ５６．０（    ） 
 

 

１月 ７７．０（    ）   

２月 ９８．０（    ）   

３月 １００．０（    ）   

（記事欄） 

（注１）予定工程は，完成までの予定出来高累計を記入する。 

（注２）実施工程は，当該報告月までの出来高累計を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 情報共有システムを用いない場合は、各欄に記名（署名または押印含む）すること。

ただし、確認欄及び監督員欄には予め印刷による記名をしないこと。 

5-1-3 

総括 
監督員 

主任 
監督員 

担当 
監督員 

   

 

現場 
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

  

 
様式番号１１ 

記入例 

（認定要件） 

例：11月末の状況 

①工期の 1/2 を経過 

②工期の 1/2 までの作業を実施済 

③作業に要する経費が請負金額の 1/2（出

来高 50％）以上 

④低入札価格調査を経て契約を締結して

いないこと。 



 
令和  年  月  日 

 

工 事 事 故 報 告 書  

 

（宛先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

                受注者 所 在 地 
                    商号又は名称 
                    代 表 者 名             
                    現場代理 人             

 

下記の工事において、事故が発生したので共通仕様書に基づき別紙のとおり報告しま

す。 

 

記 
 
 工 事 名   

 

 請負代金額              円 

 

 契約年月日  令和  年  月  日 

 

 工 期  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 注 契約金額、契約年月日、工期は直近の契約内容を記入すること。 

※ 情報共有システムを用いない場合は、現場代理人欄に記名（署名または押印含む）

すること。 

 

 
 
 

6-1-1 
様式番号１８ 



6-1-2 

                           令和   年   月   日  

 

休暇体制報告書 

 

（宛先）京都市公営企業管理者 

上下水道局長 

 

                   受  注  者                

現場代理人                

     □夏   期  

     □ ｺﾞ-ﾙﾃﾞﾝｳｨ-ｸ  休暇体制について、下記のとお り 報告致します。  

     □年末 年 始  

記  

工 事 名  

工 事 場 所  

休 暇 期 間  

本社・支社   電話番号   ＦＡＸ   

 

現場代理人  

 

 住   所   

 氏   名   

 電話番号   

代理人以外の  

緊急連絡先  

 氏   名   

 電話番号   

 

現場事務所  

 住   所   

 電話番号   ＦＡＸ   

月  
 

日  
日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日

日直者  

氏  名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿直者  

氏  名  
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 （ 一 部 個 人 情 報 の 記 載 有 り 、 取 扱 注 意 ）  

＊  当 用 紙 の 提 出 は 、 現 場 工 事 を 行 な っ て い る 業 者 を 対 象 と す る 。  

 ＊  現 場 代 理 人 の 連 絡 先 は 、 緊 急 時 に 連 絡 が 取 れ る 場 所 と す る 。  

 ＊  備 考 欄 に は 、 警 備 体 制 等 を 記 入 す る こ と 。  











 

公共下水道（管路施設等）工事 

提 出 書 類 様 式 集 
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